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自治体保健師数の推移等



常勤保健師採用者数の年次推移（自治体規模別）

3

保健所を有する都道府県・保健所設置市においては新型コロナウイルス感染症対応の影響もあり令和３・４・５年度は採用者数

が著しく増加したが、以降はコロナ禍前の水準に戻りつつある一方、市町村では増加傾向が続いている。

出典） 保健師活動領域調査（領域調査）

（第１回資料再掲）
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常勤保健師採用者数・退職者数（自治体種別）

4

いずれの自治体種別においても採用者は増加傾向であり、特に保健所を有する都道府県・保健所設置市においては令和３・４・

５年度は高い水準を示していたが、令和6年度はコロナ禍前の水準に戻りつつある。

出典） 保健師活動領域調査（領域調査）

（第1回資料再掲）
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年齢階級別常勤保健師採用者の年次推移

5出典） 保健師活動領域調査／保健指導室作成
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• 都道府県は、20代前半の採用者が多い。

• 特別区と市町村は新卒採用（20代前半）のほか、比較的20台後半・30代の採用者の割合が多い。

（第1回資料再掲）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 6

1,373 

1,373 

890 

1,490 

255 

1,581 

1,521 

909 

1,391 

273 

1,661 

1,618 

966 

1,274 

276 

1,691 

1,700 

1,012 

1,163 

332 

0 500 1,000 1,500 2,000

～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【都道府県】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 （単位：人）

（単位：人）

1,965 

2,886 

2,511 

1,904 

214 

2,144 

2,910 

2,568 

1,956 

230 

2,250 

2,900 

2,625 

1,943 

264 

2,265 

2,875 

2,660 

1,990 

330 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【保健所設置市】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（単位：人）

※令和元年度分には「年齢」の回
答がなかった保健所設置市分を含
まない。

303 

424 

321 

397 

50 

337 

445 

325 

395 

61 

417 

435 

311 

389 

63 

445 

465 

323 

377 

73 

0 100 200 300 400 500

～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【特別区】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 （単位：人）

（単位：人）

3,392 

6,018 

6,334 

4,479 

551 

3,422 

6,211 

6,238 

4,514 

572 

3,588 

6,164 

6,158 

4,594 

632 

3,797 

6,126 

6,076 

4,730 

775 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【市町村】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和6年度 （単位：人）

（単位：人）

出典）保健師活動領域調査（領域調査）

自治体保健師の推移（年齢階級別）

• 都道府県においては、40歳代が極端に少なく、市町村は30～40歳代が多い。
• いずれの自治体種別においても60歳代以上が微増。

（第1回資料再掲）
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自治体保健師の推移（職位）

いずれの自治体種別においても課長級以上の割合が増加。

（第1回資料再掲）



保健師採用・確保に関する課題
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内々定の承諾率が低く、辞退者が多い

採用しても定着せず退職が多い

計画的に採用・確保できておらず、年代が偏っている

中長期の保健師の確保が困難

保健師による広報活動や採用選考活動が負担となっている

その他

都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

◆保健師採用・確保に関する課題（複数回答）

出典）令和４年度厚労省先駆的保健活動交流推進事業：保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書(日本看護協会)

課長以上への質問項目、都道府県：n=351人、保健所設置市・特別区：n=314人、市町村：n=644

都道府県では計画的な採用を、保健所設置市・特別区では採用保健師の質の確保を、市町村では応募者の未充足を主な課題とと

らえており、市町村においては応募枠が埋まらないという量的確保の困難に直面している。

（第1回資料再掲）
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内定の時期が遅い
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過疎地域である

生活や交通、娯楽などの利便性が低い

先輩保健師が少ない

保健師の活動内容が分かりにくい

採用後の保健師の教育体制が整っていない
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保健師数が満たされている

保健師数が満たされていない

一般市町村における常勤保健師確保の状況

一般市町村において常勤保健師の募集に対し応募がない理由は、保健師数の充足状況にかかわらず「市町村の規模が小さい」が
最も多く、次いで「採用試験情報の広報が行き渡っていない」である。

◼ 常勤保健師の募集に対し応募がない理由（複数回答）

注）過去３年で必要な保健師が満たされて

いる/満たされていないと回答した自治体

(n=496)

(n=139)

出典）令和４年度 自治体保健師の人材確保支援策の検討（地域保健総合推進事業）

注）

注）

9

（第1回資料再掲）



常勤保健師採用者の背景

10

新入庁の保健師は新卒でない者も一定割合おり、規模が小さい自治体では半数以上を占める。

小川靖子(全国保健師長会) 「自治体における新規採用保健師の人材育成にかかる実態
および体系的な研修体制の構築にかかる調査研究事業」(令和４年度地域保健総合推進事業)

◆採用前の職歴の有無・職歴の詳細

◆自治体種別新規採用保健師の採用時の年齢 ◆自治体種別新規採用保健師の職歴の有無
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（第1回資料再掲）



満たされている, 81% 満たされていない, 

19%

募集を行った, 65%
募集を行っていない, 

35%

人口規模別の常勤保健師の数

11

常勤保健師の数について、自治体種別でみると、保健所設置市・特別区の増加率が大きく、人口規模が小さい自治体はコロナ禍
以降横ばいである。また、必要な保健師数が満たされていない自治体の約半数は人口１万未満である。令和４年度においては、
募集を行ったが約４割の市町村が募集者数を充足できなかった。

人口規模
2020⇒2023年増加率
（コロナ禍以降）

保健所設置市・特別区 11.8%

一般市町村

①1万未満 0.2%

②1万以上3万未満 1.4%

③3万以上5万未満 3.2%

④5万以上10万未満 3.4%

⑤10万以上 2.6%

出典：保健師活動領域調査より保健指導室で作成
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②1万以上3万未満

③3万以上5万未満

④5万以上10万未満

⑤10万以上

(n=712)

満たされていないと回答した自治体の約半数は

人口１万人未満の自治体

◼ 令和４年度に常勤保健師の募集を行ったか

充足できた, 23% 充足できる見込み, 39% 充足できていない, 38%

◼ 募集者数について充足ができたか

◼ 必要な保健師数が満たされているか（過去３年間）

(n=461)

出典）令和４年度自治体保健師の人材確保支援策の検討（地域保健総合推進事業）

◼ 市町村規模別の常勤保健師数の推移

(n=712)

（第1回資料再掲）



インターンシップを実施している都道府県

保健師を対象とするインターンシップを「今年度実施している」と回答した都道府県は25か所であった。
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看護系教育機関の学生で、
保健師養成課程への進学を希望している者 18

保健師養成課程の学生 24

既卒者（保健師有資格者） 4

その他 2

保健師を対象とするインターンシップの対象は、「保健師養成課程の学生」が最も多かった。

インターンシップの対象

保健師を対象とするインターンシップを「今年度実施している」都道府県のうち、管内市町村でのインターンシップの募集や

広報の取りまとめを「実施している」都道府県は６か所（24.0％）、「実施していない」19か所（76.0％）であった。

管内市町村でのインターンシップの募集や広報の取りまとめの有無

（n＝25、複数回答）



保健師養成課程卒業から自治体就業までの状況

• 保健師国家試験の新卒の合格者のうち、保健師として就業するのは約２割である。
• 年間を通じた自治体保健師の採用者数のうち、新卒者と既卒者は同数程度である。

看護師養成課程を
設置する
大学

学校数：293

保健師養成所
（1年）

統合カリキュラム（看護師、
保健師で4年）の場合を含む

保健所
（都道府県、設置市）

市町村

看護師養成所等
（3年）
学校数：534

保健師修業年限：看護師免許取得後１年

大学院（2年）

その他
（保健所、市町村以外）

保
健
師
国
家
試
験

保健師養成課程
を設置する大学
（全員履修可能
又は一部の学生
が履修可能）

新卒合格者数※３

7,218（合格率97.7％）

【内訳】
大学：243 養成所：24

短大等：10 大学院：16

大学・短大の専攻科
（1年）

定員数※２

8,109

【内訳】
大学：797 養成所：98

短大等：84 大学院：40

【内訳】
大学：124 養成所：31

短大等：21 大学院：10

293 ※２

（20％）

1019 ※２

（68％）

186 ※２

（12％）

新卒で
保健師として
就業※２

1,498

合格者数※３

7,456（合格率95.7％）

大学進学者数推計※1

（出生低位・死亡低位）

入学者数※２

25,799

既卒者

59.0万人
（2035）

62.7万人
（2021）

46.8万人
（2040）

約27％減

卒業者数※２

180

卒業者数※２

84

卒業者数※２

531

約8割は看護師
として就業

20％

※１ 急速な少子化が進行する中での将来社会を見据えた高等教育の在り方について（答申案）中央教育審議会総会
（令和６年12月25日）

※２ 令和６年度看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査（厚生労働省医政局看護課）
※３ 第110回保健師国家試験の合格発表（令和6年3月22日）（厚生労働省医政局看護課）
※４ 令和6年度保健師活動領域調査（厚生労働省健康・生活衛生局健康課）

卒業者数※２

24,284

＜内訳＞

新卒者

都道府県

492

市町村

1,448

保健所設置市

766

年間採用者数※４

2,706

既卒者
約1,400

参考

入学者数※２

26,452

卒業者数※２

23,466

新卒者
約1,300
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都道府県による市町村支援



人材育成・確保基本方針策定指針（総務省：令和５年 1 2月）概要
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人材育成・確保基本方針策定指針（総務省：令和５年 1 2月）

16

（５）市区町村の専門人材の確保に係る都道府県等の支援

専門人材の確保については、これまでのように、各地方公共団体がそれぞれ必要な職員を

採用するという発想にこだわるのではなく、今後は、単独市区町村での確保のみならず、広

域での確保策を検討することが有効であると考えられ、特に都道府県が、専門人材の確保を

支援していくことが重要である。

そのため、市区町村がその行政需要に対応できるよう、都道府県において必要な人材を確

保の上、市区町村支援業務に当たらせたり、市区町村職員として派遣するなどの支援を検討

していくこと。

また、市区町村の職員採用活動に対する都道府県の協力や、都道府県の主導による共同採

用方式の活用等についても検討すること。

併せて、市区町村自身でも、広域で連携することにより対応できる場合には、定住自立圏

制度や連携中枢都市圏制度などの各種制度等も活用しつつ、近隣の団体が共同して必要な専

門人材や知見の確保に取り組むことを検討すること。

（第1回資料再掲）



令和７年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等について
令和７年１月24日 総務省自治財政局財政課 事務連絡 一部抜粋

17

20 地方公務員の人材育成・確保に当たっては、「人材育成基本方針策定指針の改正につい

て」（令和５年１２月２２日付け総務省大臣官房地域力創造審議官、総務省自治行政局

公務員部長通知）を踏まえ、以下の点に留意し、令和５年１２月に策定された「人材育

成・確保基本方針策定指針」を参考として、各地方公共団体において策定されている人

材育成基本方針の改正等を含め、着実に取組を進めていただきたい。

(1) 人材育成については、各地方公共団体が、改正後の人材育成基本方針において、特に重

点的に取り組むとして明示した新たな政策課題に関する自団体職員向けの研修経費及び

都道府県等が市町村職員を含めて開催する広域的な研修経費について、新たに地方交付

税措置を講ずることとしていること。

(2) 人材確保については、小規模市町村を中心として、専門性を有する人材の配置が困難な

状況が見られることから、技術職員やデジタル人材の確保に対する地方交付税措置に加

え、都道府県等が、市町村と連携協約を締結した上で、保健師、保育士、税務職員など、

当該市町村が必要とする専門性を有する人材を確保し派遣する場合の募集経費及び人件

費について、引き続き特別交付税措置を講ずることとしていること。



２ 事業の概要

１ 事業の目的

都道府県支援による小規模自治体等保健師確保等モデル事業

（１）都道府県ー市町村の人材派遣スキームにかかる実態調査（阻害要因の明確化）

（２）モデル事業の実施

対象：既に都道府県と市町村間において保健師派遣を実施している都道府県

今後、都道府県と市町村間の保健師派遣を開始する都道府県（検討中・調整中含む）

内容：手引き案を用いたモデル事業（都道府県・市町村間の協議・調整）

モデル事業実施自治体間における情報交換会

を通じて、都道府県から市町村への派遣にあたっての阻害要因への対応、協議等のプロセス、メリット等を明らかにする。

（３）手引き等のとりまとめ・周知

（１）を通して、阻害要因への対応策、検討を進めるプロセス・要点、派遣のメリットを抽出し、右に記載の観点を含めた

手引き（好事例週含む）をとりまとめる。

• 市町村など小規模な自治体の保健師等の配置が困難な状況であるため、令和６年度からは必要とする人材を確保し派遣する場合の経費について特別

交付税措置を講ずることとされるなど、小規模自治体等における保健師確保等は重要な課題となっている。

• このため、都道府県に対する調査を通じ、保健師の派遣等の困難な理由を明らかにするとともに、都道府県から市町村への保健師派遣のモデル事業

を通じて、当該スキームに取り組むにあたっての阻害要因への対応や連携協約に至るプロセス、人材派遣のメリット等を抽出し、他の都道府県の参考

になる手引き及び事例集を作成することで、小規模自治体における保健師確保を目的とする。

• なお、市町村保健師確保は、一義的に当該市町村が責任をもって担うべきものであるため、都道府県からの保健師派遣はあくまで時限的な対応であり、

派遣の支援を受けている間に、並行して市町村における保健師確保策を進めることが求められる。

• 国からの委託による実施（民間団体等）
３ 実施主体等

委託

厚生労働省

モデル事業等
実施支援

受託事業者
（コンサル等） 都道府県等 市町村

保健師派遣

◼ 取組が進まない理由に

応じた対応策

◼ 派遣協議の体制・プロ

セスの明確化

◼ 都道府県・市町村のメ

リット（win-win）の

提示 等

手引き・事例集

モデル事業

阻害要因の明確化に資する実態調査

●モデル事業実施

自治体間における

情報交換会

●有識者会議から

の助言
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非常勤保健師



全国の非常勤保健師数の推移（常勤換算した勤務日数）

20

出典） 保健師活動領域調査（領域調査）人日：非常勤保健師の総労働時間を常勤保健師1日あたりの所定労働時間で除した数値。

非常勤保健師の勤務形態は多種多様であることから、「人数」での計上は困難であるため、「人日」で計上している。

※常勤換算した勤務日数：非常勤保健師の総労働時間を、常勤保健師の1日あたりの所定労働時間で除した数値。（単位：人日）
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21出典）厚生労働省保健指導室／令和４年度保健師活動領域調査（活動調査）
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都道府県 保健所設置市・特別区 市町村

訪問 健康相談、保健指導 健康診査、予防接種 集団健康教育、

教室活動、

グループ支援

16.9%

39.5% 38.9%

12.1%

14.2%
11.1%
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17.7%

19.2%
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施策管理・業務及び組織マネジメント 人材育成

健康危機管理 業務連絡・事務

その他

常勤保健師の活動項目別活動状況（割合） 常勤保健師の直接対人支援の項目別活動状況（割合）



22出典）厚生労働省保健指導室／令和４年度保健師活動領域調査（活動調査）
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教室活動、
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非常勤保健師の活動項目別活動状況（割合） 非常勤保健師の直接対人支援の項目別活動状況（割合）
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